
○みやま市工業等振興促進条例施行規則 

令和２年１２月２５日 

規則第４５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、みやま市工業等振興促進条例（平成１９年みやま市条例

第１３５号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

（工場等） 

第２条 条例第２条第１号及び第２号に規定する施設は、日本標準産業分類（平

成１９年総務省告示第６１８号）に掲げる産業のうち、別表に掲げる産業の

用に直接供される建物（以下「対象建物」という。）を有する施設とする。 

（投下固定資産総額の算定） 

第３条 条例第２条第５号に規定する投下固定資産総額の算定は、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）の規定による消費税及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の規定による地方消費税を含めない額とし、次の各号に定め

る方法とする。 

（１）家屋及び償却資産については、新設又は増設する工場等が指定を受けた

日から操業開始日までに取得したものに限り、その取得費用を算定に含める。 

 （２）リース物件については、リース契約上の諸条件に照らしてリース物件

の所有権が借手に移転すると認められるものは算定に含める。 

（３）償却資産申告書（償却資産課税台帳）に記載されない資産の取得費用は

算定に含めない。 

（４）次条第４項の規定により指定の決定を受けた者（以下「指定事業者」と

いう。）の他の工場等から転用する家屋及び償却資産は算定に含めない。 

（５）過去に条例第５条第１項第１号に規定する課税免除を受けた工場等の土

地、家屋及び償却資産は算定に含めない。 

（指定申請等） 



第４条 条例第３条の規定による指定を受けようとする者は、工場等の新設又

は増設の工事に着手する前に、工場等指定申請書（様式第１号）に次の書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）土地（建物）全部事項証明書 

（２）履歴事項全部証明書（法人の場合） 

（３）定款の写し（原本と相違ない旨を記し、代表印押印のもの） 

（４）工場位置図（みやま市における地図上の位置図） 

（５）工場配置図（工場全体の配置図） 

（６）その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項に規定する工事の着手日は、次に掲げる日とする。 

（１）工場等を新設又は増設する場合 当該工場等の土地の造成工事等に着工、

家屋の建築工事に着工又は償却資産の取得・設置工事に着工した日のいずれ

か早い日 

 （２）既存工場等の土地及び家屋を買い取る場合 当該土地又は家屋を取得

した日のいずれか早い日 

３ 第１項の場合において、条例第３条第１項第２号に掲げる者は、同項第１

号に掲げる者と連名により同時に指定申請を行うものとする。 

４ 第１項及び第３項の規定による指定の申請があったときは、市長は、これ

を審査し、指定をしたときは、当該申請者に指定書（様式第２号）を交付す

るものとする。 

５ 前項により指定を受けたときは、指定事業者は、条例第５条に規定する奨

励措置の適用の審査に必要となる指定事業者の情報について、市長が関係機

関に照会し、関係書類を取得するための同意書（様式第３号）を市長に提出

しなければならない。 

（変更事項の承認） 

第５条 指定申請を行った者が、当該工場等の新設又は増設の計画の内容を変

更するときは、工場等新設・増設計画変更承認申請書（様式第４号）を市長



に提出し、その承認を受けなければならない。この場合において、法人の名

称、所在地及び代表者の変更を行うときは、履歴事項全部証明書を添付する

ものとする。 

２ 市長は、前項の変更申請の内容が適当であると認めるときは、変更の承認

を行い、その旨を工場等新設・増設計画変更承認通知書（様式第５号）によ

り当該申請者に通知する。 

（操業開始の届出） 

第６条 指定事業者は、指定を受けた当該工場等の操業開始日から３０日以内

に操業開始届出書（様式第６号）に次の書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）設備配置図（設備ごとに設備番号を記載） 

（２）設備明細と金額の一覧表（設備配置図との突合ができるよう該当する 

施設・設備に設備番号を記載） 

（３）投下固定資産額が確認できる領収書等の写し（設備番号を記載） 

（４）従業員名簿（氏名・住所・雇用保険被保険者番号・雇用年月日の分かる

もの） 

（５）その他参考となる書類 

２ 第４条第３項の規定は、前項に定める操業開始の届出について準用する。 

（課税免除） 

第７条 条例第５条第１項第１号に規定する課税免除を受けようとする者は、

当該固定資産を事業の用に供した日の属する年の翌年（当該日が１月１日の

場合はその年）の３月３１日までに固定資産税課税免除申請書（様式第７号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、課税免除の決定をしたときは、奨励措置（課税免除）決定通知書

（様式第８号）により当該申請者に通知する。 

（増加従業員） 

第８条 条例第５条第１項第２号に規定する奨励金（以下「雇用奨励金」とい



う。）の対象となる従業員（再雇用された者で既に雇用奨励金の交付対象とな

った者を除く。以下「増加従業員」という。）は、次の各号のいずれにも該当

する者とする。 

（１）操業開始日において当該工場等で雇用されている者（市外から市内へ当

該工場等が移転される場合において、移転前の工場等で既に雇用されている

者で引き続き移転後の工場等で雇用される者及び当該工場等に配属させる

ことを目的として操業開始前に採用し、研修等のため指定事業者の他の工場

等に配属させていた者を含む。）及び操業開始日以降３年以内に当該工場等

で雇用された者 

（２）当該工場等において１年以上雇用され、かつ、１年以上市内に住所を有

する者 

（３）当該工場等の雇用主と雇用期間の定めのない雇用契約を締結している者

（実質的に雇用期間の定めのない者と同様の取扱いを受ける者を含む。） 

（４）当該工場等に直接雇用される者であって、複数企業の従業員で構成する

プロジェクトチームや共同受注・共同開発のため他企業からの応援職員等で

ない者 

（５）当該工場等の親子会社等関連会社からの雇用又は派遣でない者 

（６）出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第２条の２に

規定する外国人技能実習生でない者 

（奨励金の交付申請等） 

第９条 雇用奨励金の交付を受けようとする者は、雇用奨励金交付申請書（様

式第９号）に次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し 

（２）労働条件通知書の写し 

（３）住民票（雇用奨励金交付申請書の申請前１４日以内に交付されたもの） 

２ 前項の申請は、第１２条に規定する事業報告書（様式第１５号）の提出に

併せて行うものとする。 



３ 市長は、雇用奨励金の交付の決定をしたときは、奨励措置（雇用奨励金交

付）決定通知書（様式第１０号）により当該申請者に通知する。 

４ 前項の通知を受けた指定事業者は、速やかに雇用奨励金交付請求書（様式

第１１号）を市長に提出するものとする。 

 （取消し又は停止の手続） 

第１０条 条例第７条の規定により指定の取消し又は奨励措置の取消し若しく

は停止の決定をしたときは、指定の取消しは指定取消通知書（様式第１２号）

により、奨励措置の取消し及び停止は奨励措置取消（停止）通知書（様式第

１３号）により当該指定事業者に通知する。 

（雇用奨励金の返還等） 

第１１条 前条の規定により指定の取消し又は奨励措置の取消し若しくは停止

を通知する場合において、既に雇用奨励金が交付されているときは、前条の

通知書と併せて雇用奨励金返還命令書（様式第１４号）により、期限を定め

て雇用奨励金の返還を命ずるものとする。 

２ 前項の規定により雇用奨励金の返還を命じられた者は、期限までに報奨金

の一部又は全部を返還しなければならない。 

（報告） 

第１２条 条例第８条に規定する報告は、条例第５条第１項第１号又は第２号

の奨励措置が終了するまでの間、毎年１月１日から１２月３１日までの状況

について、その翌年の１月末日までに事業報告書（様式第１５号）に従業員

名簿（氏名・住所・雇用保険被保険者番号・雇用年月日の分かるもの）を添

えて、市長に提出しなければならない。 

（実地検査） 

第１３条 市長は、第６条に規定する操業開始届出書を提出した指定事業者に

対して、市職員をして必要な実地検査をさせることができる。 

附 則 

（施行期日） 



１ この規則は、令和２年１２月２５日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前にされた指定申請、変更承認申請、操業開始の届出、

奨励金の交付申請又は事業報告については、なお従前の例による。 

 

別表（第２条関係） 

大分類 中分類 小分類 対象建物 

Ｅ－製造業   工場用の建物 

Ｇ－情報通信業   事務所又は作業

場用の建物 

Ｈ－運輸業 44 道路貨物運送業 441 一般貨物自

動車運送業 

車庫用、作業場

用又は倉庫用の

建物 

442 特定貨物自

動車運送業 

車庫用、作業場

用又は倉庫用の

建物 

444 集配利用運

送業 

車庫用、作業場

用又は倉庫用の

建物 

47 倉庫業  倉庫用の建物 

48 運輸に附帯する

サービス業 

484 こん包業 作業場用又は倉

庫用の建物 

485 運輸施設提

供業 

トラックターミ

ナル用又は荷扱

場用の建物 

Ｉ－卸売業   倉庫用の建物 

Ｍ－宿泊業 75 宿泊業 751 旅館、ホテル 旅館用又はホテ

ル用の建物 

Ｎ－生活関連サー

ビス業 

78 洗濯・理容・美

容・浴場業 

781 洗濯業 工場用の建物 



Ｒ－サービス業 

（他に分類されな

いもの） 

89 自動車整備業 891 自動車整備

業 

工場用の建物 

90 機械等修理業 

（別掲を除く） 

901 機械修理業 

（電気機械器具

を除く） 

工場用の建物 

備考  下宿業及び風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２

３年法律第１２２号）第２条第６項第４号に規定する営業を除く。 



様式第１号（第４条関係） 

 その１ 

工 場 等 指 定 申 請 書 

 

 次の新（増）設する工場等について、みやま市工業等振興促進条例第３条の規定による

指定を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 

      年   月   日 

 

 

みやま市長    様 

 

申請者 所 在 地               

代表者名               

 

 

記 

 

１ 新（増）設する工場等の名称 

２ 申請工場等の主たる所在地 

３ 投下固定資産総額 

４ 操業開始予定年月日 

５ 従業員数 

６ 添付書類 

（１）土地（建物）全部事項証明書 

（２）履歴事項全部証明書（法人の場合） 

（３）定款の写し（原本と相違ない旨を記し、代表印押印のもの） 

（４）工場位置図（みやま市における地図上の位置図） 

（５）工場配置図（工場全体の配置図） 

（６）その他市長が必要と認めるもの 

 

 



その２ 

工 場 等 概 要 調 書 

 

１ 申請工場等の名称 

２ 所 在 地 

３ 代表者氏名 

４ 操業開始予定年月日 

５ 種類別投下固定資産総額（予定）                     円 

（１）土地  

面積         ㎡    円 

（２）建物  

床面積        ㎡     円 

（３）償却資産（その他の工業生産設備等）  

①    円 

②  円 

６ 使用水量（１日当たり）       トン      上水道 ・ 井戸 

７ 従業員数                                 人 

（１）新（増）設工場等の従業員総数 人  

うち配置転換による従業員数 人  

    うち新規採用による従業員数 人  

（２）増設の場合における当該既設工場等の従業員数 人  

             １年前の同日の従業員数 人  

８ 排水水質  ＳＳ     ＰＰＭ    ＣＯＤ    ＰＰＭ 

        ＢＯＤ    ＰＰＭ 

 

 

 

 

 

 

 



その３ 

従 業 員 雇 用 計 画 書 

 

１ 申請工場等の名称 

２ 所 在 地 

３ 代表者氏名 

４ 操業開始予定年月日 

５ 操業開始以降３年間の雇用計画 

従業員 

計画年 

従業員（人） 

増員数 うち市内居住者 申請工場等全体 

初年度見込み    

次年度見込み    

３年度見込み    

合計    

備考 １ 従業員とは雇用保険に加入している者で、短時間労働者でないものをいう。 

   ２ 申請の対象となる工場等についてのみ記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第２号（第４条関係） 

 

指 定 書 

 

１ 工場等の名称 

 

 

 

２ 所 在 地 

 

 

 

３ 事 業 主 

住 所  

氏 名  

 

 

 上記はみやま市工業等振興促進条例による奨励措置の適用工場等として、次の条件を付

して、指定する。 

 

 

     年  月  日 

みやま市長        □印  

 

記 

 

１ 奨励措置及びその取消しについては、みやま市工業等振興促進条例（平成19年みやま

市条例第135号）を適用する。 

２ 奨励措置の最終決定は、現物、帳簿照合の上行うので変更もあり得る。 

 

 

 

 



 

 

様式第３号（第４条関係） 

 

同   意   書 

 

 みやま市工業等振興促進条例第５条に規定する奨励措置に係る審査等のため、当社の情

報に関し、奨励措置の適用終了までの間、商工観光課が照会・調査・関係書類の取得をす

ることに同意します。 

 

 

      年   月   日 

 

 

みやま市長    様 

 

 

 

 

 

       所 在 地                            

 

会 社 名                            

 

       代 表 者 名                     （※）    

       （※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 



 

 

様式第４号（第５条関係） 

 

工場等新設・増設計画変更承認申請書 

 

     年  月  日付けで提出した「工場等指定申請書」の記載事項を下記のとお

り変更したいので、みやま市工業等振興促進条例施行規則第５条第１項の規定により申請

します。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 みやま市長    様 

 

 

申請者 所 在 地              

代表者名              

 

 

記 

 

１ 変更事項 

 

 

２ 変更した年月日         年  月  日 

 

 

３ 変更の理由 

 

 

４ 添付書類 

（１）当初計画と変更計画が比較できる内容の書面 

（２）履歴事項全部証明書（法人の名称、所在地及び代表者の変更の場合） 

 

 

 



 

 

様式第５号（第５条関係） 

 

工場等新設・増設計画変更承認通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった変更承認申請について、下記のとおり承認

したので、みやま市工業等振興促進条例施行規則第５条第２項の規定により通知する。 

 

 

      年  月  日 

 

 

        様 

みやま市長          □印  

 

記 

 

１ 申請のあった変更事項 

 

 

２ 承認した変更事項 

 

 

３ 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第６号（第６条関係） 

 

操業開始届出書 

 

     年  月  日付けで指定を受けた当該適用工場等について、下記のとおり操

業を開始しましたので、みやま市工業等振興促進条例施行規則第６条の規定により届け出

ます。 

 

     年  月  日 

 

みやま市長    様 

 

届出人 所 在 地              

代表者名              

 

記 

１ 工場等の名称 

２ 所在地 

３ 操業開始年月日 

４ 種類別投下固定資産総額                           円 

（１）土地  （面積        ㎡）                円 

（２）建物  （床面積       ㎡） 円 

（３）償却資産（その他の工業生産設備等） 円 

５ 新（増）設に伴い増加した従業員数                     人 

   うち市内に住所を有する者の数                      人 

 

６ 添付書類 

（１）設備配置図（設備ごとに設備番号を記載） 

（２）設備明細と金額の一覧表（設備配置図との突合ができるよう該当する施設・設備に

設備番号を記載） 

（３）投下固定資産額が確認できる領収書等の写し（設備番号を記載） 

（４）従業員名簿（氏名・住所・雇用保険被保険者番号・雇用年月日の分かるもの） 

（５）その他参考となる書類 



 

 

 従業員名簿 

 氏名 住所 雇用保険被保険者番号 雇用年月日 備考 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

備考 １ 従業員とは雇用保険に加入している者で、短時間労働者でない者をいう。 

２ 申請の対象となる工場等についてのみ記入すること。 

  

 

 



 

 

様式第７号（第７条関係） 

 

固定資産税課税免除申請書 

 

 みやま市工業等振興促進条例第５条第１項第１号の規定による固定資産税の課税免除を

受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 みやま市長    様 

申請者 所 在 地             

代表者名             

 

 

記 

 

新設（増設）した設備 

工場等の名称  

所在地  

事業の用に供した日 年   月   日 

事業の用に供した日

の属する事業年度 
      年  月  日から     年  月  日 

 固定資産の種類 取得年月日 取得価額 備考 

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第８号（第７条関係） 

 

奨励措置（課税免除）決定通知書 

 

 みやま市工業等振興促進条例第５条第１項第１号の規定に基づく奨励措置を次のとおり

決定したので通知する。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 様 

 

みやま市長         □印  

 

 

記 

 

１ 決定した奨励措置の内容 

  新・増設に係る固定資産税の課税免除 

  （ただし、    年度分、    年度分、    年度分の３年間に限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第９号（第９条関係） 

 

雇用奨励金交付申請書 

 

みやま市工業等振興促進条例第５条第１項第２号の規定による奨励金の交付を下記のと

おり受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 みやま市長    様 

申請者 所 在 地                 

代表者名             （※） 

        （※）本人（代表者）が手書きしない場合は、 

記名押印してください。 

 

記 

 

１ 操業開始日 

 

２ 申請区分（いずれかを○で囲むこと） 

初年度   次年度   ３年度 

 

３ 新（増）設に伴い増加した従業員数                    人 

うち１年以上雇用され、かつ、１年以上市内に住所を有する従業員数      人 

うち交付申請対象従業員数                       人  

 

４ 交付申請額        円（    人×３０万円） 

 

５ 添付書類 

（１）雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し 

（２）労働条件通知書の写し 

（３）住民票（雇用奨励金交付申請書の申請前１４日以内に交付されたもの） 



 

 

（様式第９号 別紙） 

 

 増加従業員名簿 

 氏名 住所 雇用保険被保険者番号 雇用年月日 備考 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

備考 申請の対象となる工場等についてのみ記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１０号（第９条関係） 

 

奨励措置（雇用奨励金交付）決定通知書 

 

みやま市工業等振興促進条例第５条第１項第２号の規定に基づく奨励措置を次のとおり

決定したので通知する。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 様 

 

みやま市長         □印  

 

記 

 

１ 決定した奨励措置の内容 

増加従業員に係る雇用奨励金の交付 

 

２  交付決定額 

円（交付対象従業員数    人） 

 

３  特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１１号（第９条関係） 

 

雇用奨励金交付請求書 

 

     年  月  日付けで交付決定通知のありました雇用奨励金について、下記の

とおり請求します。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 みやま市長    様 

請求者 所 在 地             

代表者名           ㊞ 

 

 

記 

 

 

１ 雇用奨励金交付決定額     金           円 

 

２  請求額            金           円 

 

３  振込指定口座 

振 込 先 

金融機関 

銀行 

信用金庫 

労働金庫 

信用組合 

農業協同組合 

本店 

本所 

支店 

支所 

出張所 

預金種目 普通 ・ 当座 口 座 番 号  

フリガナ  

口座名義  

 



 

 

様式第１２号（第１０条関係） 

 

指定取消通知書 

 

     年  月  日付けをもってみやま市工業等振興促進条例第７条の規定により、

同条例第３条の規定に基づく指定を下記のとおり取消しする。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 様 

 

みやま市長         □印  

 

記 

 

１ 取消しの理由 

みやま市工業等振興促進条例第７条の規定に該当するため 

 

２  取消しの年月日 

      年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１３号（第１０条関係） 

 

奨励措置取消（停止）通知書 

 

     年  月  日付けをもってみやま市工業等振興促進条例第７条の規定により、

同条例第５条第１項の規定に基づく奨励措置を下記のとおり取消し（停止）する。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 様 

 

みやま市長         □印  

 

記 

 

１ 取消し（停止）の理由 

みやま市工業等振興促進条例第７条の規定に該当するため 

 

２  取消し（停止）の年月日 

      年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１４号（第１１条関係） 

 

雇用奨励金返還命令書 

 

     年  月  日付けをもって交付した奨励金について、みやま市工業等振興促

進条例施行規則第１１条の規定により、下記のとおり返還を命ずる。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 様 

 

みやま市長         □印  

 

記 

 

１ 返還すべき奨励金の額 

                 円 

 

２  返還期限 

              年  月  日 

 

３  特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１５号（第１２条関係） 

 

事  業  報  告  書 

 

 みやま市工業等振興促進条例施行規則第１２条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 みやま市長    様 

 

工場等名称 

所  在  地                

代 表 者 名               

 

 

記 

 

１ 事業の期間 

   自      年  月  日 

   至      年  月  日 

 

２ 事業期間内の償却資産等の異動 

 

 

３ 添付書類 

（１）従業員名簿（氏名・住所・雇用保険被保険者番号・雇用年月日の分かるもの） 



 

 

（様式第１５号 別紙） 

 

各月末現在従業員数一覧表 

 

当社の従業員数は、下記のとおり相違ありません。 

 

 

     年  月  日 

 

 

 みやま市長    様 

 

所  在  地                

代 表 者 名               

 

記 

 

各月末現在従業員数一覧表 

（事業の期間） 自     年  月  日  至     年  月  日 

１月末 人    

２月末 人    

３月末 人    

４月末 人    

５月末 人    

６月末 人    

７月末 人    

８月末 人    

９月末 人    

１０月末 人    

１１月末 人    

１２月末 人    

備考 １ 従業員とは雇用保険に加入している者で、短時間労働者でないものをいう。 

     ２ 奨励措置の適用工場等についてのみ記入すること。 


